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アジア経済法令ニュース No.23-52 

 添付法令資料 1： 中国金融持株会社監督・管理試行弁法（目次） 

 添付法令資料 2： 炭素取引市場を通じた炭素取引に関する 2023 年 8 月 2 日付 

  インドネシア共和国金融サービス庁規則 No. 14（目次） 

 添付法令資料 3： 保険経営法の若干の条項の施行細則を定めるベトナム政府の議定 

  （目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2023 年 12 月 26 日（火） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 割賦販売法施行規則の一部を改正する命令（内閣府・経済産業省令第 6 号） 

23.12.20 公布／23.12.25 施行 

2 児童福祉法施行規則の一部を改正する内閣府令（内閣府令第 80 号） 

23.12.21 公布／24.04.01 施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 国家药监局关于批准注册 301 个医疗器械产品的公告（2023 年 11 月） 

23.12.15 公布 国家药品监督管理局公告 2023 年第 159 号 

2 工业和信息化部等三部门关于印发《制造业卓越质量工程实施意见》的通知 

23.12.12 公布 工业和信息化部等 工信部联科[2023]249 号 

3 工业和信息化部办公厅关于组织开展第六批国家工业遗产认定申报和第一批、

第二批复核工作的通知 

23.12.14 公布 工业和信息化部办公厅 工信厅政法函[2023]359 号 

4 2023 年电动自行车、安全帽等 28 种产品质量国家监督抽查情况通报 

23.12.20 公布 国家市场监督管理总局通报 2023 年第 111 期 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 情報及び情報技術並びに情報の保護に関するロシア連邦法律第 15.1条並びに
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マスメディアに関するロシア連邦法律第 4 条への変更の導入に関する 2022 年

12 月 29 日付ロシア連邦法律 No.585-FZ 

2 ロシア連邦における決済の実施に際してのレジスター技術の適用に関するロ

シア連邦法律への変更の導入に関する 2022 年 12 月 29 日付ロシア連邦法律

No.597-FZ 

公布の日から施行 

3 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 原子力法を合一する合一文書 

国会事務局の 2023 年 8 月 2 日付第 20/VBHN-VPQH 号合一文書 

2 自然災害防止・対抗法を合一する合一文書 

国会事務局の 2023 年 8 月 2 日付第 21/VBHN-VPQH 号合一文書 

3 海洋及び海島の資源及び環境法を合一する合一文書 

国会事務局の 2023 年 8 月 2 日付第 22/VBHN-VPQH 号合一文書 

4 投資法を合一する合一文書 

国会事務局の 2023 年 8 月 2 日付第 25/VBHN-VPQH 号合一文書 

5 情報技術法を合一する合一文書 

国会事務局の 2023 年 8 月 2 日付第 27/VBHN-VPQH 号合一文書 

6 民事訴訟法典を合一する合一文書 

国会事務局の 2023 年 8 月 2 日付第 24/VBHN-VPQH 号合一文書 

 

第 5 韓国 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Central Provident Fund (Amendment) Act 2023  

Passed by Parliament on 6 November 2023 and assented to by the 

President on 14 December 2023 

 

第 8 タイ 

1 仏暦 2562 年（西暦 2019 年）個人情報保護法第 28 条に基づき国外に送信し、

又は移転する個人情報保護の準則についての仏暦 2566年（西暦 2023 年）の個

人情報保護委員会の告示 



 

 3 

2 仏暦 2562 年（西暦 2019 年）個人情報保護法第 29 条に基づき国外に送信し、

又は移転する個人情報保護の準則についての仏暦 2566年（西暦 2023 年）の個

人情報保護委員会の告示 

23.12.12 制定／官報により発布された日（23.12.25）から 90 日後に施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 いくつかのカザフスタン共和国政府決定への変更及び追加の導入に関するカ

ザフスタン共和国政府決定 

2023 年 12 月 20 日付 No.1154／公布の日から 10 暦日経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 2024 年における祝日の期間内の追加休日の設定及び休日の振替に関するウ

ズベキスタン共和国大統領令 

2023 年 12 月 22 日付 No.UP-213／同月 23 日施行 

2 判決の合法性、根拠性及び公平性の審査制度の改善に伴うウズベキスタン共

和国行政的責任法典への変更の導入に関するウズベキスタン共和国法律 

2023 年 12 月 25 日付 No.ZRU-884／2024 年 1 月 1 日から施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 中国金融持株会社監督・管理試行弁法（目次） 

   2 炭素取引市場を通じた炭素取引に関する 2023 年 8 月 2 日付インドネシア共

和国金融サービス庁規則 No. 14（目次） 

   3 保険経営法の若干の条項の施行細則を定めるベトナム政府の議定（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 
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野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

實延 俊宏  弁護士：シンガポール法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

宮澤 旭麿  弁護士：日本法令担当 

飯田 悠   弁護士：日本法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

新山 祐美  パラリーガル：インドネシア法令担当 

松本 園美  パラリーガル：韓国法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

（追記） 
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 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


